







































　2011 年 5 月に，内閣官房新成長戦略実現会議の下にその関係閣僚からなるグローバル人材育成推






　さらに，2013 年 6 月閣議決定の「日本再興戦略―JAPAN is Back―」に基づき，日本国内におけ




































































































した者を合わせると 9 割が「乱れている（計）」と感じている．これは 1979 年調査の各 13％と 58％
の「乱れている（計）」71％に比べて 2 割も増えており，「多少乱れている」回答はそれほど変化がな
いが，「非常に乱れている」は年を追うごとに増え，1986 年調査の 17％から 96 年には 23％，99 年に
− 71 −
は 34％，2013 年には 33％と，「乱れ感」が強まっている．それは年代が高くなればなるほど増えている．
　ところが，文化庁（2015）『平成 26 年度国語に関する世論調査』結果で見ると，今の国語は乱れ
ているかの問いに，「非常に乱れている」と思う回答は，1999 年の 32.7％から，2014 年の 14％へ








































































































































































































































 2） 2015 年 9 月 1 日現在，世界 140 の国・地域で，国際バカロレア認定校は 4,334 校，日本国内
ではインターナショナルスクールも含めて 35 校．うち 16 歳から 19 歳を対象とするディプロマ 
プログラムの認定校は 2,914 校で，うち日本国内には 26 校ある．








 4） NHK の調査対象は，1979 年・1986 年の母集団は全国 16 歳以上で，それ以降は全国 20 歳以
上が対象となっている．2013 年の調査対象は，60 歳以上が 37％余りだが，20 代は 13％と年齢
層の偏りが見られる．
  文化庁（2015）『平成 26 年度国語に関する世論調査』から，国語の「乱れ」意識の経年変化を，
次の表 1．表 2 にまとめた．
表 1：「今の国語は乱れていると思うか」回答動向
非常に乱れている ある程度乱れている あまり乱れていない 全く乱れていない 分からない
平成11年度 32.7％ 53.2％ 9.6％ 0.7％ 3.8％
平成14年度 24.4％ 56.0％ 15.8％ 1.2％ 2.5％
平成19年度 20.2％ 59.3％ 15.1％ 1.1％ 4.3％
平成26年度 14.0％ 59.2％ 21.7％ 1.8％ 3.3％
表 2：「今の国語が乱れていると思う」ことば遣いの上位項目
言葉遣い＊1 敬語の使い方 若者言葉 挨拶言葉＊2 発音やアクセント 新語・流行語の多用＊3
平成11年度 66.3％ 54.0％ 62.5％ 31.9％ 32.2％ 23.5％
平成14年度 67.3％ 56.0％ 53.3％ 30.5％ 27.6％ 19.6％
平成19年度 ─ 67.1％ 60.4％ 38.9％ 25.2％ 36.4％
平成26年度 ─ 63.0％ 61.2％ 31.0％ 24.1％ 38.1％
　※＊1 は平成 11 年・14 年度調査の選択項目には「言葉遣い」があった．同様に＊2 の挨拶言葉は「挨
拶」，＊3 新語・流行語の多用は「新語・流行語」のみの回答選択記載であった．
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Communication Education for Kokugo Programs
OKAMOTO Sachiko
Abstract: This paper reflects upon the past Kokugo (Japanese national language) policies of Japan to determine 
their effectiveness in language teaching. Then a sociolinguistic approach is proposed in order to develop 
communication competence of the Japanese language in future school education. New official guidelines for 
school teaching will be introduced in 2020 after revision, with focus on students in order to promote their active 
learning in all subjects in the curriculum. Active learning will be conducted mainly in the form of group work on 
problem-based learning and relevant project-based tasks involving discussion. Accordingly, such collaborative 
learning methods will place even more emphasis on the management of Japanese language capabilities to 
achieve effective communication. Therefore, the conscious application of the "politeness theory" is effective 
in improving Japanese communication by helping students to articulate their thoughts and ideas, and thereby 
mutual understanding with others.
